
株式会社ＭＡＣオフィス （単位：千円） 

貸 借 対 照 表 

 
 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てで表示しております。 

科  目 金 額 科  目 金 額 

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産 1,283,363 流 動 負 債 557,435 
 現 金 及 び 預 金 618,441  買 掛 金 287,590 
 売 掛 金 324,796  未 払 金 32,869 
 契 約 資 産 190,330  未 払 費 用 15,123 
 貯 蔵 品 273  未 払 法 人 税 等 555 
 仕 掛 工 事 等 84,322  未 払 消 費 税 等 0 
 前 払 費 用 33,057  前 受 金 118,861 
 未 収 収 益 144  預 り 金 1,552 
 未 収 入 金 320  賞 与 引 当 金 0 
 仮 払 金 1,086  一年以内返済長期借入金 79,788 
 貸 倒 引 当 金 （ 売 ） -1,247  契 約 負 債 0 
 未 収 消 費 税 等 6,521  仮 受 金 21,094 
 未 収 還 付 法 人 税 等 25,316    

固 定 資 産 203,857 固 定 負 債 288,961 
 有 形 固 定 資 産 85,408  長 期 借 入 金 231,649 
 建 物 45,546  資 産 除 去 債 務 46,415 
    繰 延 税 金 負 債 10,896 
 設 備 造 作  65,495 負 債 の 部 合 計 846,396 
 構 築 物  1,050 純 資 産 の 部 
 工 具 器 具 備 品  24,332 株 主 資 本 640,824 
 一 括 償 却 資 産  0  資 本 金  82,700 
 償 却 累 計 額 -51,016  資 本 剰 余 金 71,267 
 無 形 固 定 資 産 1,773  資 本 準 備 金 49,967 
 ソ フ ト ウ ェ ア  1,773  そ の 他 資 本 剰 余 金 21,300 
 投 資 そ の 他 の 資 産 116,675  利 益 剰 余 金  498,857 
 関 係 会 社 株 式 38,551  そ の 他 利 益 剰 余 金 498,857 
 出 資 金 5  繰 越 利 益 剰 余 金 498,857 
 敷 金 47,873  （ う ち 当 期 純 利 益 ）  (28,601) 
 繰 延 税 金 資 産 （ 固 ） 7,921  自 己 株 式 △12,000 
 保 証 金 7,050    
 長 期 前 払 費 1,398    
 積 立 保 険 料 13,875 純 資 産 の 部 合 計 640,824 

資産の部合計 1,487,220 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 1,487,220 

令和 8年３月 31 日 現在 



個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

① 仕掛工事等 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく評価切下げの方法により算定）を採用しております。 

② 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

③ 子会社株式及び関係会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

（２）収益の認識基準 

当社は、主に施主との工事請負契約に基づき、完成した建設物等を顧客に引き渡す履行義務を負っております。当該契約については、一定

の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告期

間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合（原価比例法）に基づいて行っております。また、履行義務

の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準により収益を

認識しております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約について

は、代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

（３）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。但し、平成 10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成 28 年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構造物については定額法を採用しております。 

なお、耐用年数については次の通りであります。 

設備造作 10～15 年 

構築物 10 年 

工具器具備品 4～10 年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

（５年）に基づく定額法を採用しております。 

③ リース資産 

リース期間を耐用年数とし残存価格をゼロとする定額法を採用しております。 

④ 長期前払費用 



定額法を採用しております。 

（４）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定 

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。    

② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度負担額を計上しております。 

 （５）その他財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 


